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  ための基本資料とします。

・財政状況の公表とともに見通しの公表を通じて、市民の皆様に行財政運営への理解を深めていただくための一助とします。

・平成２７年度以前は決算額、平成２８年度以降については予算額をベースに推計しました。

・地方交付税の段階的縮減など、個別の変動要因、特殊事情を考慮しています。

Ⅰ．市税・・・市民税は働く世代の減少や、近年の決算状況などを参考に見込みました。
　　  固定資産税は３年毎の評価替えの影響を見込みました。
Ⅱ．地方譲与税、交付金等・・・現行の税財政制度に基づき推計しました。

Ⅲ．地方交付税・・・市税、譲与税等の歳入見込みと公債費等の歳出見込みを連動させて推計しました。

Ⅳ．国県支出金・・・普通建設事業費や扶助費の伸びに係るものは、歳出と連動し推計しました。

Ⅴ．市債・・・総合計画及び(新)高梁市まちづくり計画登載事業の合併特例債、過疎債等を見込みました。

Ⅰ．人件費（委員報酬等含む）・・・平成２８年度補正予算後をベースに見込みました。

Ⅱ．扶助費・・・高齢化等による影響は、本市の老年人口の将来推計から年２％の伸び率で見込みました。
Ⅲ．物件費・・・経常経費は平成２９年度をベースとし、選挙等特殊要因を加味して見込みました。
Ⅳ．普通建設事業費・・・総合計画及び(新)高梁市まちづくり計画登載事業を見込みました。

Ⅴ．公債費・・・市債の発行額と連動し推計しました。

Ⅵ．繰出金・・・簡易水道事業、公共下水道事業特別会計等は公債費償還分などの繰出しを見込みました。
　　

２-①．個別の前提条件≪歳入≫

２-②．個別の前提条件≪歳出≫

１．作成の目的

２．推計の基本的前提条件

・財政収支、基金残高及び市債残高がどのように推移していくかを推計し、中長期視点にたった計画的な行財政運営を進める

・総合計画に掲げている施策・事業等の財源的な裏付けを明らかにするとともに、計画の実行性を高めるものとします。

・行政運営の基本的経費を計上する普通会計を対象としました。

・地方税制度をはじめとした地方財政制度等については、現行制度を基本としています。



Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３

25,790 27,149 26,253 26,783 24,662 24,093 22,785 22,300 22,023

地 方 税 3,776 3,930 3,828 3,780 3,758 3,680 3,683 3,686 3,609

地 方 譲 与 税 ・ 交 付 金 796 815 1,116 1,012 1,025 1,025 1,025 1,025 1,025

地 方 交 付 税 11,371 11,181 10,829 10,190 10,035 9,956 9,950 10,054 10,074

国 県 支 出 金 3,568 4,325 3,490 4,129 2,932 2,879 3,172 2,898 3,017

地 方 債 3,204 4,083 3,438 3,785 3,997 4,017 3,222 2,991 2,356

そ の 他 の 歳 入 3,075 2,815 3,552 3,887 2,915 2,536 1,733 1,646 1,942

24,827 26,444 25,397 26,325 24,662 24,093 22,785 22,300 22,023

人 件 費 4,033 4,123 4,082 4,065 4,082 4,122 4,174 4,170 4,131

扶 助 費 2,232 2,473 2,464 2,594 2,479 2,528 2,579 2,630 2,683

公 債 費 3,536 3,545 3,565 3,519 3,646 3,684 3,600 3,704 3,897

物 件 費 2,672 2,710 3,064 3,423 3,235 3,180 3,202 3,209 3,191

補 助 費 等 2,052 2,079 2,608 2,341 2,137 2,133 2,029 2,050 2,049

普 通 建 設 事 業 費 3,942 5,396 4,582 5,841 4,210 4,834 3,628 3,002 2,419

繰 出 金 2,897 2,944 3,005 3,037 3,199 3,008 2,972 2,933 2,931

そ の 他 の 歳 出 3,463 3,174 2,027 1,505 1,674 604 601 602 722

　収　　　支 963 705 856 458 0 0 0 0 0

8,751 9,380 9,208 8,365 7,977 7,104 6,457 5,878 5,248

内、財政調整基金残高 2,350 2,609 2,755 2,708 2,740 2,642 2,604 2,606 2,608

　３．財政シミュレーション

※計数については、それぞれ四捨五入しているため、端数が合致しないものがあります。

基 金 残 高

区　　　　分

 歳 入 総 額

 歳 出 総 額

歳入においては、人口減少などによる市税収入の減、歳出においては、高齢者人口の増などによる社会保障費等の増や、合併特例債などの公債費の

増が見込まれます。

減債基金の取崩しを中心とした財源対策が必要となる見通しで、今後においては、さらなる事務の簡素化や民間委託などの推進を図り、施策の効率性や

実効性を向上させる取組を歳入歳出全般にわたって徹底していくことが不可欠となります。
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Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３

307 316 318 324 330 336 334 330 317 （億円）

交付税措置あり 225 229 231 236 240 244 243 240 230

一般財源 82 87 87 88 90 92 91 90 87

13.2 12.0 11.2 11.3 11.8 12.4 12.1 11.8 11.7 （％）

　４．地方債残高、公債費、実質公債費比率の推移と見通し

  地方債現在高

  実質公債費比率

地方債残高は、（新）高梁市まちづくり計画登載事業の実施による合併特例債の発行及び国の財源対策である臨時財政対策債の発行などに伴い平成

３０年度まで増加し、その後、合併特例事業の終了により減少する見込みです。実質公債費比率は、公債費負担適正化計画による繰上償還や起債発行

抑制の実施により改善してきましたが、元利償還金の増に伴い横ばいで推移する見込みです。今後においては、普通建設事業について施設等のあり方

の総合的な検討を行いながら地方債の抑制に努めるとともに、地方交付税措置のある市債の活用等により、将来負担の軽減に取り組み、持続可能な財

政運営を行っていきます。

※実質公債費比率とは？：実質的な公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を表す指標です。地方税、普通交付税のように使途が特定され

ておらず、毎年度経常的に収入される財源のうち、公債費や公営企業債に対する繰出金などの公債費に準ずるものを含めた

実質的な公債費相当額（普通交付税が措置されるものを除く）に充当されたものの占める割合です。通常、前３年度の平均値

を使用します。地方債協議制度の下では、１８％以上の団体は、地方債の発行に際し許可が必要となります。
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【年度末基金残高】 （単位：百万円）

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０ Ｈ３１ Ｈ３２ Ｈ３３
対Ｈ２８
増減額

8,751 9,380 9,208 8,365 7,977 7,104 6,457 5,878 5,248 ▲ 3,117 ▲ 37.3 %

財政調整基金 2,350 2,609 2,755 2,708 2,740 2,642 2,604 2,606 2,608 ▲ 100 ▲ 3.7 %

減債基金 1,172 1,373 1,529 1,307 1,548 1,225 975 753 359 ▲ 948 ▲ 72.5 %

開発事業基金 1,084 1,503 1,097 567 413 323 233 143 174 ▲ 393 ▲ 69.3 %

地域振興基金 1,936 1,841 1,751 1,654 1,551 1,441 1,331 1,221 1,111 ▲ 543 ▲ 32.8 %

その他特定目的基金 2,209 2,054 2,076 2,129 1,725 1,473 1,314 1,155 996 ▲ 1,133 ▲ 53.2 %

 基金残高

対Ｈ２８
増減率

　５．基金の推移と見通し
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基金については、現下の厳しい財政状況を乗り越え、持続的に発展していくため、それぞれの基金の目的に沿って、これまで培ってきた

財政力を最大限発揮することとし、本シミュレーションにおいては次の考え方に基づき、基金の活用を図ることとしました。

①財政調整基金・・・年度間の財源調整や緊急時の財政出動（平成２５年度の豪雨災害では災害復旧費として約４億円を取り崩し）に欠

かせないことから、２６億円を維持する計画としました。

②減債基金・・・主に合併特例債、過疎債の償還に充当することとしました。

③開発事業基金・・・普通建設事業の財源として充当することとしました。

④地域振興基金・・・まちづくり活動事業の財源として従前どおり充当することとしました。

⑤その他特定目的基金（文化振興基金、福祉基金など）・・・各基金の目的に沿って、従前どおり充当することとしました。


